
議 会 運 営 委 員 会 

令和 5年 7月 3日（月） 

全員協議会終了後 

開議   時   分 

閉議   時   分 

第 4委員会室 

 

出席者 

〔委 員〕布施委員長、柳楽副委員長、 
肥後委員、村木委員、三浦委員、沖田委員、川上委員、串﨑委員、 
小川委員、牛尾委員 

〔議長団〕笹田議長、川神副議長 

〔委員外議員〕 
〔執行部〕坂田総務部長、猪狩総務課長、勝手総務管理係長 
〔事務局〕下間局長、松井次長、久保田書記 

 

議 題 

1 令和 5年 9月浜田市議会定例会議の会議予定について          資料 1     

2 常任委員会が所管する事項の見直しについて              資料 2 

3 地方自治法の改正(兼業禁止規定の緩和)に係る対応について       資料 3 

4 陳情における資料について 

5 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



期間 日程案 会場 開始時間等 備考

8月 1日 (火)

2日 (水) 総務文教委員会 全員協議会室 10時～

3日 (木) 福祉環境委員会 全員協議会室 10時～

4日 (金) 産業建設委員会 全員協議会室 10時～

5日 (土)

6日 (日)

7日 (月)

8日 (火)

9日 (水)

10日 (木)

11日 (金)

12日 (土)

13日 (日)

14日 (月)

15日 (火)

16日 (水)

17日 (木) 全員協議会 全員協議会室 10時～

18日 (金) 請願・陳情・意見書・決議書締切 【締切】13時

19日 (土)

20日 (日)

21日 (月)

22日 (火)

23日 (水) 一般質問通告書メール、FAX受付締切 【締切】11時

24日 (木) 一般質問締切 【締切】11時

25日 (金) 議会運営委員会 全員協議会室 10時～

議会広報広聴委員会 全員協議会室 13時30分～

26日 (土)

27日 (日)

28日 (月)

29日 (火)

30日 (水) 一般質問説明用パネル提出締切 【締切】12時

31日 (木)

9月 1日 (金) 1 開会　提案説明 議場 10時～

全員協議会 全員協議会室 本会議終了後

総務文教委員会 第1委員会室 全員協議会終了後

福祉環境委員会 第2委員会室 全員協議会終了後

産業建設委員会 第3委員会室 全員協議会終了後

2日 (土) 2

3日 (日) 3

4日 (月) 4 一般質問 議場 10時～

5日 (火) 5 一般質問 議場 10時～

6日 (水) 6 一般質問 議場 10時～

7日 (木) 7 一般質問 議場 10時～

8日 (金) 8 休会 南極観測船「しらせ」入港

9日 (土) 9

10日 (日) 10

11日 (月) 11 議案質疑 議場 10時～ 南極観測船「しらせ」出港　未定

12日 (火) 12 総務文教委員会 全員協議会室 10時～

13日 (水) 13 福祉環境委員会 全員協議会室 10時～

14日 (木) 14 産業建設委員会 全員協議会室 10時～

15日 (金) 15 予算決算委員会（9月補正審査） 全員協議会室 10時～

16日 (土) 16

17日 (日) 17

18日 (月) 18

19日 (火) 19 休会

20日 (水) 20 休会

21日 (木) 21 予算決算委員会（総務文教） 全員協議会室 10時～

22日 (金) 22 予算決算委員会（福祉環境） 全員協議会室 10時～

23日 (土) 23

24日 (日) 24

25日 (月) 25 予算決算委員会（産業建設） 全員協議会室 10時～

26日 (火) 26 予算決算委員会（予備） 全員協議会室 10時～

討論通告期限 【締切】17時

27日 (水) 27 予算決算委員会（附帯意見協議） 全員協議会室 10時～

対抗討論通告期限 【締切】13時

28日 (木) 28 採決 議場 10時～

全員協議会 全員協議会室 本会議終了後

議会運営委員会 全員協議会室 全員協議会終了後

29日 (金)

30日 (土)
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常任委員会が所管する事項の見直しについて 

 

〔各会派の意見〕 

 

 

 

 

 

〔参考：現行〕平成 21 年 11 月 4 日～ 

 

会派 意見 

山水海 

・名称を「総務委員会」、「福祉委員会」、「産業委員会」

に変更 

・教育委員会を総務委員会から福祉委員会へ 

・上下水道部を福祉委員会から産業委員会へ 

超党みらい 

変更なし 

市長提出議案等付託件数、執行部報告事項・所管事務調査事項等、

委員会ごとのアンバランスは情勢や動向により変化するが、許容

範囲を越えるほどの不都合は生じていないため。  

常任委員会が所管する所掌事務の現行の振り分けは概ね妥当で

あり、委員会への執行部出席人数等も極端な差がないため。 

創風会 
変更なし 

現状で不都合はないため。  

公明クラブ 
・教育委員会を総務文教委員会から福祉環境委員会へ 

・上下水道部を福祉環境委員会から産業建設委員会へ 

常任委員会名 所管する事項 

総務文教委員会 

市長公室、総務部、地域政策部、消防本部、会計課、 

教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員 

及び各支所のこれらの関係課に属する事項並びに他の

常任委員会の所管に属さない事項 

福祉環境委員会 
健康福祉部、市民生活部、上下水道部及び各支所のこれ

らの関係課に属する事項 

産業建設委員会 
産業経済部、都市建設部、農業委員会及び各支所のこれ

らの関係課に属する事項 



地方自治法の改正（兼業禁止規定の緩和）に係る対応について 

 

1  地方自治法の改正について（報告） 

  地方自治法の一部が改正され、議員に係る請負に関する規制が「明確

化」及び「緩和」されました。（令和5年3月1日施行） 

 

●地方自治法 

〔関係私企業への就職の制限〕 

第九十二条の二 普通地方公共団体の議会の議員は、当該普通地方公共団

体に対し請負（業として行う工事の完成若しくは作業その他の役務の給付

又は物件の納入その他の取引で当該普通地方公共団体が対価の支払をすべ

きものをいう。以下この条、第百四十二条、第百八十条の五第六項及び第

二百五十二条の二十八第三項第十二号において同じ。）をする者（各会計

年度において支払を受ける当該請負の対価の総額が普通地方公共団体の議

会の適正な運営の確保のための環境の整備を図る観点から政令で定める額

を超えない者を除く。）及びその支配人又は主として同一の行為をする法

人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ず

べき者、支配人及び清算人たることができない。 

 

●地方自治法施行令 

〔地方自治法第九十二条の二に規定する額〕 

第百二十一条の二 地方自治法第九十二条の二に規定する政令で定める額

は、三百万円とする。 

 

【改正後の取扱い】 

 地方自治法第 92 条の 2 

改正前 改正後 

【個人事業主】 

市と請負をする者及び

その支配人 

議員との兼業不可 

市からの年間の請負額

が 300 万円までは兼業

可 

【法人】 

市に対する請負が業務

の主要部分を占める法

人の役員等 

議員との兼業不可 

 

青字：追加部分（請負の定義の明確化）  
赤字：追加部分（請負に関する規制の緩和） 

資料 3 



 

 




